
平成 17 年 12 月 15 日 
株式会社 名古屋銀行 

        

「地域密着型金融推進計画の進捗状況（平成 17 年 4 月～9 月）」について 

 

 

名古屋銀行（頭取 加藤千麿）は、「地域密着型金融推進計画の進捗状況」（平成 17 年 4 月から 

平成 17 年 9 月）について、別紙資料のとおりお知らせします。 

 

以 上 
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I.  全体的な進捗状況と評価 
  リレーションシップバンキング集中改善期間（平成 15 年 4 月～平成 17 年 3 月）の取組み継続と深化のための、「地域密着型金融推進計画」の

スタート半年間として、各種取組みの成果の継続的発現は勿論のこと、計画の目指す姿である「利用者の皆様に選ばれる銀行を目指して」態勢

の更なる整備・充実が図られたと評価しております。 

 

II.  大項目毎の進捗状況、進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題 
各項目とも、当初スケジュール通りの進捗状況と認識しております。17 年下期以降の今後の課題としては、上期における態勢整備をいかに成果

に結び付けていくかであり、本計画で定めた各種施策の着実な実行を通じて、取組みの更なる定着化を目指してまいります。 

1. 事業再生・中小企業金融の円滑化･･･基本方針：『集中改善期間における取組みを一層強化し、かつ深めてまいります。』 

 

 

 

 

 

当行の中小企業サポート態勢である「町医者（営業店）、総合病院（本部）、専門病院（各提携機関）」の充実とともに、成果も着実に上がって

いると認識しております。 

具体的には、ランクアップ取組み先の見直しに加え、営業店主体の取組み先数拡大により、〔17 年 7 月末時点（見直し後）での取組み先 163 先

から 325 先とした（平成 17 年 10 月 5 日）〕町医者の具現化を図るとともに、新たなベンチャーファンドへの参画、ビジネスマッチング等にかか

る伊藤忠商事との業務協力協定、中国ビジネス支援室の設置（平成 17 年 10 月 3 日）、再生ファンドや愛知県再生支援協議会の活用等を実施しま

した。 

2. 経営力の強化･･･基本方針：『リスク管理態勢の強化、ガバナンスの向上、コンプライアンス態勢の強化等を通じて土台を強固なものとしつつ、

収益力の向上を目指してまいります』 

 

 

新ＢＩＳや統合リスク管理への取組みや、組織改編による内部監査部の独立性確保、コンプライアンス態勢強化施策の実施を通じて、態勢整

備・充実が進んだと認識しております。 

3. 地域の利用者の利便性向上･･･基本方針：『いろいろな角度からお客様のニーズを捉え、経営計画に反映させてまいります』 

 

 

ＣＳ推進室の設置等、更なるお客様の満足度向上へ向けた態勢整備を中心に実施しました。今後は、これまでの取組みに加えてアンケートを

通じたご意見の吸収等を生かし、お客様のニーズにお応えします。 
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III. 地域密着型金融推進計画で掲げた数値目標への取組み状況 

目的 目標項目 目標数値【達成時期、期間】 平成 17 年 4 月～9月（半期実績） 

経営相談・支援の強化 

人材育成 

（町医者の回診強化 

＝営業店主体による取組み） 

①ランクアップ 

取組み先数拡大 

260 先以上 

【平成 19 年 3 月末時点】 

平成 17 年 9 月末日現在 163 先 

（平成17年 10月 5日に325先として、

経営支援取組み開始） 

経営力の強化 ②役務収益増加率 25％以上増加 

平成 17 年 3 月末実績 

5,192 百万円対比 

【平成 20 年 3 月期】 

平成 17 年 9 月期 2,618 百万円 

利便性を高め「選ばれる存在

感のある銀行」へ 

 

 

③事業性融資新規開拓数 6,000 件以上 

【平成 17 年 4 月～19 年 3 月】

1,477 件 

（平成17年 4月～平成17年 9月累計） 

 

 

※「個別の取組み進捗状況」については、次頁以降をご参照ください。 
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項目 
具体的取組スケジュール 

17年度 

進捗状況 

平成17年4月～9月 
分析・評価・課題 

  1．担保・保証に過度に依存し
ない融資の推進 

・個人保証人の根保証契約の新法対応への切替 

・保証人管理システム完全稼動 

・スコアリングモデルのバージョンアップ、性能検

証 

・めいぎんクィックビジネスローンの商品性見直し

・動産・債権譲渡担保融資等担保・保証に過度に依

存しない新商品の検討（下期） 

・保証人管理システム稼動状況のチェック（下期）

・個人保証人根保証契約の新法対応への切替推進中

・保証人管理システムの9月末登録率は99.9％（10

月4日に登録終了） 

・8 月スコアリングモデルをバージョンアップ、預

貸モデル併用し判別精度の向上を図った 

・スコアリングモデルバージョンアップを受けて 8

月にめいぎんクィックビジネスローンの条件を

緩和 

・個人保証人の根保証契約は、最終20 年 3 月迄だ

が、前倒しで切替していく。 

・包括根保証の切替手続については、18年3月を目

処に切替の予定。 

・スコアリングモデルのバージョンアップによっ

て、判別精度が向上した。 

・保証人管理システムの登録完了で、保証債務の状

況が確認可能となり、保証能力に応じた範囲での

扱いが可能になった。 

  2．中小企業の資金調達手法の
多様化等 

・地元における地域CLO等の案件については、需要

状況を見て対応する。 

・動産・債権譲渡担保融資等新しい資金調達手段に

ついて研究のうえ、商品化の可能性を検討、可能

であれば取組む。（下期） 

・情報収集に努め、新しい資金調達手段に対応でき

る態勢を堅持する。 

・地域CLOについては、17年度は取扱中止 

・PFIについては、現在3件進行中 

・動産・債権譲渡担保融資・ノンリコースローンに

ついては、現在研究中 

・これまでに CLO、ｱｾｯﾄﾊﾞｯｸ・ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ、税理士

と連携した商品の取扱等、新しい資金調達手法に

対して取組んできている。ノンリコースローン等

については、地元ニーズを見極めた上で対応して

いく。 

 (5)顧客への説明態勢の整備、相談
苦情処理機能の強化 

・融資関係 

- 説明ポイントの実例追加等 

- 契約書写しのセンター発行開始 

・事務関係 

- よくある質問事項の列挙 

- マニュアル更新・整備と「顧客説明留意事項」

のマニュアル織り込み（下期） 

- よくある質問事項回答作成（下期） 

・投資商品関係 

- 各種事例の収集および原因分析（以降継続） 

- 各種研修の実施（下期） 

・内部監査関係 

- チェックポイントの一部追加等の改定 

- 監査マニュアル及びチェックポイントの改定

（下期） 

「苦情報告システムの開発」に着手しシステム稼動

17年12月を予定 

・融資関係 

- 説明ポイントの事例追加 

- 債権書類集中保管移行店（17年上期6店舗）に

おいて契約書写しをセンターから郵送すること

とした 

- 支店長・役席研修で説明責任を取上げた 

・事務関係（マニュアル改訂） 

- 手形交換・文書振込（交換・メール）マニュア

ル（７月）  

- 営業店のための印紙税実務（８月）   

・投資商品関係  

- 投資商品に係る苦情事例の収集・分析を行った

・内部監査関係 

- コンプライアンス態勢検証として、マニュアル

評価構成をコンプライアンスマニュアルと同じ

項目に抜本改定した 

・融資関係 

顧客への説明態勢については、事例の追加、苦情

実例からみた再発防止策に引き続き力を入れて

いく。 

・事務関係 

マニュアル類の整備について早期に取り掛かる。 

・投資商品関係 

毎月の投資商品販売専担者会議において勉強会

を実施している。 

・内部監査関係 

マニュアル改訂により項目毎にどの分野が不十

分なのかを簡潔に把握でき、かつ浸透度合い評価

をコンプライアンス室へフィードバックするこ

とで指導、監視態勢強化が図られた。課題は、監

査員の目線の統一であり、今後とも事象毎に統一

を図る。 
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項目 
具体的取組スケジュール 

17年度 

進捗状況 

平成17年4月～9月 
分析・評価・課題 

 (6)人材の育成 ・目利き能力について 

- 各種行内・行外研修実施やＭＢＡへの派遣 

・経営支援能力・再生支援能力について 

- 各種行内・行外研修の実施 

- 企業再生に関する外部専門家、愛知県中小企業

再生支援協議会からの情報吸収 

 

スケジュールに沿って研修を実施 

・目利き能力について 

 行内研修18名、行外研修3名参加 

・経営支援能力・再生支援能力について 

 行内研修118名、行外研修1名参加、外部機関勉

強会4名参加 

・目利き能力について 

- 定性分析に関する研修を通じて審査能力は、着

実に向上していると認識している。 

- 研修や経営支援への取組みを通じて目利き能力

向上を図る。 

・経営支援能力・再生支援能力について 

- 行内のスキルの共有化と一層のレベルアップを

図るため、今後営業店主体の経営改善に取組む。 

2．経営力の強化    

 (1)リスク管理態勢の充実 ・新ＢＩＳ 

- 新ＢＩＳ対応における問題点への対応方針の検

討・確認 

・統合リスク管理 

- リスク管理手法、指標等に対する共通認識を固

める 

- 管理実施に必要なデータ収集、指標検証等の実

施 

 

・新ＢＩＳ 

- 新ＢＩＳワーキンググループを中心に作業進捗

中。 

・統合リスク管理 

- 行内関係者向け説明会を実施 

・新ＢＩＳ 

- 平成19年3月の適用に向けスケジュールに沿っ

て対応していく。 

・統合リスク管理 

- 来年度からの本格導入を目指す予定。 

 (2)収益管理態勢の整備と収益力
の向上 

・収益面重視の総合業績評価の継続 

・信用格付モデルのバージョンアップ（上期）と精

度検証 

・9月、『役務収益増強プロジェクトチーム』新設 
・8月、新『信用格付モデル』の運用をスタート 

・業績評価においては、収益面を最重要項目と位置

付けている。 
・『役務収益増強プロジェクトチーム』の新設によ

り、コア業務純益の拡大に向けた役務収益の増強

を図るための具体的戦略・施策・態勢整備等につ

いての方向付けを行い、各施策の具現化を目指し

ている。 
・新『信用格付モデル』の運用をスタートしたこと

により、より精度の高い信用格付が可能になった

と評価している。 
 (3)ガバナンスの強化 ・対内外に規律付けを行うため、ガバナンス態勢が

明確となる組織の見直しを実施する 

・組織態勢面での見直し（平成17年10月3日改訂）
として、内部監査部を取締役会直轄の位置付けと

し、独立性の確保を図った 

・態勢面の整備については一定の評価をしている

が、実効性の確保については、さらに充実させて

いく。 
 (4)法令等遵守（コンプライアン

ス）態勢の強化 

   

  1．営業店に対する法令等遵 
守状況の点検強化 

・営業店モニタリングやヒアリング、各種マニュア

ル等の見直しを行い、コンプライアンスに対する

認識を高める 

・左記モニタリングやヒアリングを実施するにあた

ってのデータ整備を行った 

・行員向けの「コンプライアンスだより」による周

知徹底を行った 

・取組みスケジュールに沿って各施策を遂行し、コ

ンプライアンスに対する認識をより一層高めて

いく。 
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項目 
具体的取組スケジュール 

17年度 

進捗状況 

平成17年4月～9月 
分析・評価・課題 

  2．適切な顧客情報の管理・取
扱いの確保 

・規程・マニュアル等の見直し検討 

・各種システム面での対応を計画に沿って検討・実

施 

 

・各種研修の実施や一部規程マニュアルの変更を行

った 

 

・引続き、各部店での勉強会の実施要請等、継続的

に啓蒙活動を実施していく。 

・計画で提示した事項について具体的なスケジュー

ルを組んで対応を図る。 

 (5)ＩＴの戦略的活用 ・戦略的なＩＴ投資を行うための経営陣主導体制の

検討・実施 

・全顧客情報を統合したＣＲＭシステム構築開始等

各種システム構築の検討・開始 

 

・ＣＲＭシステム構築の基盤部分については、17年

10月に稼動予定 

 

 

 

・構築中のシステムについては、期日どおりの構築

と利用の推進に努めていく。 

・検討中の項目については、今後具体的な方策が出

せるよう関係各部と共同で検討を行う予定。 

３．地域の利用者の利便性向上    

 (1)地域貢献等に関する情報開示    

  1．地域貢献に関する情報開示 ・発表媒体の発行時期を把握し、開示内容を時系列
にまとめる 

・ホームページ上の地域貢献のページを見直しリニ

ューアルする 

・ミニディスクロ誌で項目ごとにまとめ、分かりや

すく掲載する 

・地域への資金供給状況（業種別の貸出における地

元比率）を開示 

・ホームページのリニューアルを準備中 

・電子媒体での地域貢献の開示について、ホームペ

ージを中心に、融資商品紹介や地域への信用供与

等の項目をより充実させることが必要。 

・地域への信用供与等の情報は、各チャネルを利用

してタイムリーな対応をしていく。 

  2． 充実した分かりやすい情報
開示の推進 

・ミニレポート（6月）・ディスクロ誌（7月）での

上記項目に留意した開示を行う。 

・ホームページのリニューアル検討・実施（下期）

ミニレポート（12月）、ＣＲ（11月頃）での開示 
 

・ミニレポート6月30日、ディスクロ誌7月29日

に発行 

・ホームページのリニューアルを準備中 

・地域への信用供与等の情報は、各チャネルを利用

してタイムリーな対応をしていく。 

 (3)地域の利用者の満足度を重視
した金融機関経営の確立 

・ＣＳワーキンググループ、ＣＳ専担者による実態

の把握 

・店頭営業業績評価の開始による店頭営業力強化意

識付け 

・ＣＳモデル店舗の設定による改善意識の醸成 

・テレバンシステムの更改検討 

・店舗に関する、顧客利便性等の面からの現状分析

・ＣＳモデル店舗の検証による全店標準化に向けた

取組み開始（下期） 

・顧客アンケート等の実施、顧客目線での実態・問

題把握と改善（下期） 

・分析を踏まえた店舗施策見直しの検討開始（下期）

・エリアＦＡの増員等による資産運用ニーズへの対

応（下期） 

 

・ＣＳ専担者によるモデル店舗の臨店指導を実施し

啓蒙活動を実施継続中 

・店頭営業業績評価実績の開示で意識が醸成されつ

つある 

・企業ブランドの再構築の一環として、店舗イメー

ジの統一化についてＣＳワーキンググループで

検討。下期以降、店舗改装を順次進めていく予定

・ＣＳアンケートの実施方法の検討を開始 

・店頭営業力の強化方針とともに、役務収益増強プ

ロジェクトチーム、ＣＳ推進室が設置され、組織

体制整備が進んだ 

・店頭営業力強化を目的として9月に役務収益増強

プロジェクトチームが設置され、10月3日付でＣ

Ｓ推進室も設置された。問題認識、目標・計画の

設定段階であるが、意識付けもできつつあり、更

に取組みを加速させていく。 
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項目 
具体的取組スケジュール 

17年度 

進捗状況 

平成17年4月～9月 
分析・評価・課題 

 (4)地域再生推進のための各種施

策との連携等 

 

・ＰＦＩ事業に関する情報収集と案件処理ノウハウ

の積み上げを図る 

・地域活性化に係わる施策の情報収集を図る 

・地域の活性化に係わる施策への具体的支援策の研

究と検討 

 

・「東海・近畿ＰＦＩネットワーク」の開催（3回）、

「三重ＰＦＩ研究会」への参加によるＰＦＩ事業

の案件処理ノウハウの積み上げを図った 

・個別事案の説明会参加等の情報収集実施 

・17 年上期は従来の継続的な推進を主体としてお

り、実施スケジュールからは一定の評価はでき

る。今後は地域の活性化に係わる施策への具体的

な支援策検討が課題。 

4．進捗状況の公表    

  ・公表方法と時期 

- 半年毎の進捗公表（5月～6月, 10月～11月）

- ディスクロージャー誌（7月） 

- ミニレポート（6，12月頃） 

- ホームページ（随時） 

- IR（6月）、CR（11～12月頃）- プレス発表 

・17年4月に集中改善期間の取組みを公表 

・他ディスクロ誌、ミニレポート、IRで取組み実績

について紹介した 

・その他各種取組みについて都度プレス発表を実施

・定期的な進捗状況の公表の他にも定性的なものを

含めプレス発表等にて公表を実施しており一定

の評価ができるものと考える。今後も積極的な開

示を実施していく。 

以 上 


